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研究要旨 

超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した連携体

制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要となる。一方で、

包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基盤としたがん診療

連携モデルの構築が必要である。 

本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終

末期ケアまでを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。

令和1年度は、医療・介護・行政の専門職を対象とした質的研究および質問紙調査に

よる量的研究およびがん患者遺族を対象とした家族内葛藤に関する質問紙研究を

実施した。地域包括ケアシステムの知識に自信がある専門職の割合は38.7％と低

く、79.0％が地域包括ケアシステムは住民に周知されていないと考えている現状が

明らかになった。また、地域包括ケアにおけるがん診療連携において、望ましいシ

ステムや体制に専門職が重要と考えている要因を明らかにした。また、専門的緩和

ケアサービスで亡くなったがん患者の遺族の38.0%が少なくとも１つの家族内葛

藤を経験したことが明らかになった。 

本研究の結果をもとに、地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存

症の治療・終末期ケアまでを含む包括的ながん診療連携モデルの構築に関する提

言を作成することが可能となったと考える。 

      

 

 

  

  

Ａ．研究目的 

本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし

た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを

含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う

ことを目的とする。 

医療・介護・行政の専門職を対象とした質的研

究（Ⅰ）および質問紙調査による量的研究（Ⅱ）

においては、医療・介護・行政の専門職を対象

に研究を行い、地域包括ケアシステムに対する

認識および地域包括ケアにおける望ましいが

ん診療連携を構築する上で優先度の高い課題

などを明らかにする。 

 また、がん患者遺族を対象とした家族内葛藤

に関する質問紙調査による量的研究（Ⅲ）では、

専門的緩和ケアサービス（緩和ケア病棟・緩和 

 

 

ケアチーム・在宅）で亡くなったがん患者の遺

族が感じていた家族内葛藤の頻度および内容

を明らかにする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

B-Ⅰ.医療・介護・行政の専門職を対象とした質

的研究 

１．対象者 

千葉県東葛北部医療圏の医療機関・介護施

設・行政機関で勤務しており、がん患者の支援

に関わる医師・歯科医師・看護師・薬剤師・理

学療法士・作業療法士・言語聴覚士・社会福祉

士・介護福祉士・介護支援専門員・行政職員 



2.データ収集方法 

対象者に文書による研究参加の同意を得た

うえで、個別に半構造化面接調査を実施した。

面接内容は、レコーダーに録音した。 

各回のインタビュー内容に基づき、適宜次にイ

ンタビューする職種（性別、経験年数、専門分

野など）を決める理論的サンプリングを用いた。 

 

3.調査内容 

1)対象者の基礎情報 

現在の職種、診療科や配属部署、現在の職種

での経験年数、がん患者を担当した経験の有無、

現在のがん患者担当の有無、現在訪問医療・介

護などの在宅サービス提供の有無、地域包括ケ

アシステムの知識についての自信（1:とても自

信がある～4：全く自信がない、の 4 段階で回

答） 

 

2)がん診療連携 

(1)がん診療において望ましい連携について以

下の①～④について尋ねた。 

①診断前～診断時期（検査、告知、紹介） 

②診断後～抗がん治療中  

③抗がん治療終了後の経過観察中（がんが根

治している、または病勢が抑えられている

状況） 

④抗がん治療終了後から終末期・看取りまで 

 

4．データ分析方法 

 面接内容を録音し、録音データをもとに逐語

録を作成した。逐語録より、地域で生活するが

ん患者へのケアを行う際の望ましい連携につ

いて語られた場合、その背景を表現する語句や

文章（意味単位；meaningful unites）を一文

化した。次に、抽出した意味単位をコード化

（Coding）し、それらのコードをまとめたサブ

カテゴリ、さらにそれを集約し、カテゴリを作

成した。分析には質的研究分析ソフト

MAXQDA(Light Stone社)を用いた。 

 

6. 倫理面への配慮 

研究への参加は対象者の自由意思によるも

のとし、説明同意文書により研究の主旨を説明

し、研究参加への同意を得た。 

 

B-Ⅱ. 医療・介護・行政の専門職を対象とした

質問紙調査による量的研究 

1. 対象 

2020年 3月に地域包括ケアシステム構築モデ

ル例となっている柏市内で勤務する医療・介

護・行政の専門職を対象とした。質的研究を行

った千葉県東葛北部医療圏においても、市町村

によって、地域包括ケアに対する取り組み方の

差が大きいことから、地域包括ケアが積極的に

進められている地域のみを対象とする方がさ

らなる課題が明らかになると考えられたため、

柏市内で勤務する医療・介護・行政の専門職の

みを対象とすることとした。 

 

2. 方法 

自記式質問紙票を郵送し、回答を得た。 

質問紙票は前年度までに実施した質的研究

の結果を基に質問項目を作成した。質問紙は、

「対象者背景」「住民への普及・啓発・教育に

ついて」「医療職・介護職への普及・啓発・教

育について」「各施設や組織に期待すること」

「地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の

構築に望ましい方法や内容について」「地域包

括ケアにおけるがん診療連携において、中心的

役割を担う職種などについて」「がん患者の非

がん疾患の治療について」「地域包括ケアにお

けるがん診療連携における望ましいシステム

や体制について」「地域包括ケアにおける自

助・互助について」といった項目にそれぞれ小

項目を作成し、対象者背景を除く質問項目数は

290 項目となった。 

「回答は 7件法（1：全くそう思わない～7：

非常にそう思う）とした。1-3 を“いいえ”、

4 を“どちらでもない”、5-7 を“はい”とま

とめ、“はい”の割合を算出した。また、“は

い”の割合のうち、5：ややそう思うを除いた、

6：そう思う”～7：非常にそう思うをまとめ、

割合を算出し、70％以上を“強い認識”の項目

とした。 

 

3. 倫理面への配慮 

本調査は医療・介護・行政の担当職員に対す

る心理的負担を伴わない質問紙調査であるた

め、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指

針」による倫理審査は不要であると判断され、

研究を実施した。 

 個人情報および診療情報などのプライバシー

に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重

に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識



して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に

務めた。 

 

 

B-Ⅲ. がん患者遺族を対象とした家族内葛藤

に関する質問紙調査による量的研究 

１．対象者 

2017 年 7 月現在における日本ホスピス緩和

ケア協会会員である、一般病院・緩和ケアチー

ム、ホスピス・緩和ケア病棟、および在宅でホ

スピス・緩和ケアを提供する診療所のうち、本

研究への参加に同意した施設を対象とし、各施

設にて 2018年 1月 31日以前に死亡した患者の

うち、選択基準を満たす死亡者数が 80 名を連

続的に後ろ向きに同定し対象とした。 

 

2．方法 

調査は、自記式質問紙による郵送調査として

行った。 

 

3. 倫理面への配慮 

 東北大学倫理委員会で審査し承認された後

に、調査を実施した。調査データは、個人が同

定できない状態で、東北大学内で管理した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

C-Ⅰ.医療・介護・行政の専門職を対象とした質

的研究 

１．対象者の概要 

1）対象者 88 名は、医師 24 名(27.3 %), 看護

師 17 名(19.3%), 社会福祉士 8 名 (9.1%)，介

護支援専門員 8名(9.1%), 薬剤師 7名（8.0％）

などの職種で構成された。概要は表１に示す。 

 

表１．対象者の職種(n=88) 

職種 n(%) 

医師 24(27.3) 

看護師 17(19.3) 

社会福祉士 8(9.1) 

介護支援専門員 8(9.1) 

薬剤師 7(8.0) 

理学療法士 7(8.0) 

保健師 5(5.7) 

歯科医師 5(5.7) 

介護福祉士 2(2.3) 

作業療法士 1(1.1) 

言語聴覚士 1(1.1) 

その他 3(3.4) 

 

2) 対象者の所属施設について、表 2に示す。 

 

表 2. 対象者の所属施設(n=88) 
地域包括ケア 

における 

位置づけ 
所属施設 n(%) 

医療 

 

がん診療連携拠点病院 26(29.5) 

一般病院 18(20.5) 

クリニック 5(5.7) 

歯科医院 3(3.4) 

薬局 3(3.4) 

生活支援・ 

介護予防 

市役所 6(6.8) 

地域包括支援センター 4(4.5) 

保健所 1(1.1) 

介護 

訪問診療専門クリニック 6(6.8) 

居宅介護支援事業所 6(6.8) 

訪問看護ステーション 4(4.5) 

介護施設 4(4.5) 

訪問リハビリステーション 2(2.3) 

 

対象者のうち、地域包括ケアシステムの「医

療」は、がん診療連携拠点病院 26名(29.5％)、

一般病院 18 名(20.5％)に所属している対象者

が多かった。また、「生活支援・介護予防」で

は、市役所 6 名(6.8％)、地域包括支援センタ

ー4名(4.5％)、保健所 1名（1.1%）であった。

「介護」では、訪問診療専門クリニック、居宅

介護支援事業所がそれぞれ 6 名(6.8％)であっ

た。 

 

3)対象者の現在の職種での平均経験年数±標

準偏差（以下、SD）は、17.2±SD8.7 年（範囲：

1～39年）であった。 

 

4) 対象者のがん患者を担当した経験の有無に

ついて、87 名（98.9％）が有と回答し、無と

回答したのは 1名（1.1％）のみであった。 

 

5) 対象者の現在のがん患者担当の有無につい

て、72名（81.8％）が有と回答し、16名（18.1％）

が無と回答した。 

 

2．地域で生活する終末期がん患者へのケアを

行う際の望ましい連携 

地域で生活する終末期がん患者へのケアを

行う際の望ましい連携を支援するための望ま

しい診療連携は、113 のコードから 30 のサブ



カテゴリ、4つのカテゴリに集約された。 

終末期がん患者を支える地域包括ケアのシ

ステム作りに関わる望ましい連携として、円滑

な連携を行うために連携の舵取りを行う施設

や医療者を特定するといった【施設・医療者の

役割の明確化】、早期からタイムリーな情報連

携を達成するための【患者の診療情報の共有】

が明らかとなった。また、地域で終末期がん患

者への質の高い直接ケアを提供するための望

ましい連携には、【患者・家族の希望に沿った

療養環境の整備】や、病状の進行を見据えた【地

域における看取りの体制の構築】があった（表

3）。 

 

表 3．地域で生活する終末期がん患者を支援す

るための望ましい診療連携 

 

カテゴリ サブカテゴリ 

施
設
・
医
療
者
の
役
割

の
明
確
化 

施設の役割機能を活かした連携体制の構築 

連携の中心的役割を担う職種の明確化 

地域における医療介護従事者の役割の理解

の促進 

主治医と在宅医の役割分担 

在宅医を中心とした地域の医療・介護連携 

在宅看取りの担当医の明確化 

患
者
の
診
療
情
報
の
共
有 

早期からの診療情報の共有  

タイムリーな情報共有を可能にする連携方

法の確立 

拠点病院と地域の情報共有システムの構築 

患者を包括的にとらえるための多職種での

情報共有 

ケアの質の向上に向けた患者情報の共有 

情報連携の中心的役割を担う人材の確保 

地
域
に
お
け
る
看
取
り
の
体
制
の
構
築 

早期からの病院と地域の連携体制の構築 

生活に医療を組み入れた在宅で完結できる

看取りの体制 

緩和ケアにいつでもアクセスできる連携体

制の構築 

緊急時対応に関する連携システムの構築 

患者家族への看取りを見据えた情報提供 

家族の介護力に合わせた支援の調整 

終末期ケアを提供する人材の充足 

患者の身体機能維持に向けた医療の提供  

既存の社会資源の積極的な活用 

活用できる社会資源の充足 

地域のインフォーマルサポートの活用 

遺族に対する心理的サポート 

患
者･

家
族
の
希
望
に 

沿
っ
た
療
養
環
境
の
整
備 

患者家族の希望を支える医療・介護連携 

患者家族の希望を支える地域の医療連携 

患者家族の希望を支える早期からの ACPの

実施 

患者家族の希望に応じた療養場所の調整 

有効な治療の手立てがなくなった患者家族

へのフォローアップ 

患者家族を支えるチームの目標の共有 

 

3. がん患者の終末期移行が円滑に進むための

望ましい支援 

がん患者の終末期移行が円滑に進むための

望ましい支援について、11 サブカテゴリ、5

カテゴリに集約された。対象者は各々の立場に

おいて【がん診断時から患者に寄り添える関係

性の構築】を礎に、【がん診断時から患者と繰

り返し行う終末期に関する対話】と【患者の終

末期移行により生じる揺れる思いの共有】が必

要と捉えていた。また、それらを支える【患者

家族と共に目標に向かうための職種間連携】と

【地域で終末期に関する対話ができる風土づ

くり】が必要と捉えていた（表 4）。 

 

表 4．がん患者の終末期移行が円滑に進むため

の望ましい支援 
カテゴリ サブカテゴリ 

がん診断時

から患者に 

寄り添える

関係性構築 

がん診断時から患者を包括的に捉えて

寄り添う人材の確保 

先を見据えて行う早期からの患者家族

との関係性構築 

がん診断時

から患者と 

繰り返し行

う終末期に 

関する対話 

がん治療中に時期を見極めて行う終末

期移行に関する対話 

繰り返し行う終末期の療養生活に関す

る対話 

かかりつけ医が患者と行うエンド・オ

ブ・ライフディスカッション 

患者の終末

期移行によ

り生じる揺

れる思いの

共有 

患者家族の終末期に関する本音の共有 

患者家族の揺れる思いを拠点病院から

地域に繋ぎ受け止める 

患者家族と

共に目標に 

向かうため

の職種間連

携 

地域全体で意思決定支援を行うための

早期からの医療従事者間の 

関係性構築 

地域全体で意思決定を支えるための多

職種協働 

地域で終末

期に関する 

対話ができ

る風土づく

り 

地域の医療・介護従事者がエンドオ

ブ・ライフディスカッションを行える

風土づくり 

早期から患者家族の終末期に関する対

話を支えるための情報提供 



4．終末期がん患者の在宅療養において必要と

される地域との連携体制 

終末期がん患者の在宅療養において必要と

されるがん診療病院と地域の医療・介護施設と

の連携体制については、25のサブカテゴリ、4

のカテゴリに集約された(表 5)。 

がん診療病院の医療従事者が捉える終末期

がん患者の在宅療養において必要とされる地

域の医療・介護施設との連携体制では、治療時

から終末期を見据えて患者・家族の希望を捉え、

患者・家族の希望や背景に応じた療養場所や支

援の調整を行う【ACPの早期の実施による療養

場所の決定と調整】が必要とされていた。 

 

表 5．終末期がん患者の在宅療養において必要

とされるがん診療病院と地域の医療・介護施設

との連携体制 
【ACPの早期の実施による療養場所の決定と調整】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

患者家族の希望を支えるための早期からの ACPの実

施 

患者の希望に応じた療養場所の調整 

家族の介護力に合わせた支援の調整 

【治療時からの地域との医療連携】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

早期からのがん診療病院と地域の医療・介護施設と

の連携体制の構築 

患者・家族の希望を支える医療と介護の連携 

患者・家族の希望を支える地域との医療連携 

主治医と在宅医の役割分担 

在宅医を中心とした地域の医療・介護施設との連携 

地域における医療・介護施設の役割の明確化 

施設の役割機能を活かした連携体制の構築 

施設間連携の中心的役割を担う職種の明確化 

情報連携の中心的役割を担う人材の確保 

【患者の状況に応じてタイムリーに情報共有できる連携

体制】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

タイムリーな情報共有を可能にする連携方法の確

立 

がん診療病院と地域の情報共有システムの構築 

早期からの診療情報の共有 

患者の希望を実現するための情報共有 

患者の身体機能に応じた医療の提供 

緩和ケアにいつでもアクセスできる連携体制の構

築 

緊急時の対応に関する連携体制の構築 

【生活に医療を組み入れた在宅で完結できる看取りに向

けた支援】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

治療ができなくなった患者・家族へのフォローアッ

プ 

患者・家族への看取りを見据えた情報提供 

生活に医療を組み入れた在宅で完結できる看取り

の体制 

終末期ケアを提供する人材の充実 

在宅看取りの担当医の明確化 

終末期に活用できる施設の充足 

 

さらに、患者の在宅療養を充実させるための

【治療時からの地域との医療連携】を基盤にし

た連携体制の構築が必要とされていた。このよ

うな連携体制を構築するためには、患者の在宅

療養における医療・介護施設の機能や医療・介

護従事者の担う役割を明確にすることが望ま

れ、各施設やそれぞれの職種がもつ役割機能を

活かした支援により患者・家族の希望を支える

ための連携体制が必要とされていた。望ましい

連携を行うためには、がん診療病院と地域の情

報共有システムの構築や患者の希望を実現す

るために、治療状況や身体機能などの【患者の

状況に応じてタイムリーに情報共有できる連

携体制】が必要とされていた。また、終末期へ

移行していく中で、【生活に医療を組み入れた

在宅で完結できる看取りに向けた支援】が重要

視され、終末期ケアを充実させるための連携体

制が必要とされていた。 

 

5.地域の医療・介護従事者によるがん治療中か

らの緩和ケアのための医療連携 

地域の医療・介護従事者によるがん治療中か

らの緩和ケアのための医療連携について、21

サブカテゴリ、7カテゴリに集約された。がん

治療中のがん診療連携は、拠点病院は【拠点病

院との連携によるがん医療と緩和ケアの統合】

を基盤としていた。その基盤を支えるために、

地域医療機関の医療・介護従事者は【拠点病院

と地域医療機関のがん診療の役割分担】と【身

体変化しやすいがん患者へのタイムリーなが

ん診療のための体制構築】を必要としていた。

さらに、拠点病院と地域医療機関のいずれの医

療・介護従事者も、患者支援のために、【がん

治療を支えるための拠点病院の医療従事者と

の診療情報の相互共有】をもとに、【がん主治

医と連携した副作用症状対応】と【拠点病院か

ら継続する終末期を見据えた意思決定支援】を

行うことを重要と捉えていた (表 6)。 

 

表 6．対象者の所属施設で分類した地域の医

療・介護従事者によるがん治療中からの緩和ケ

アのための医療連携 



対象者の
所属施設

カテゴリ サブカテゴリ

一般病院と拠点病院が連携して提供する高度がん医療
拠点病院から地域病院に繋いで継続したがん治療を提供するため
のシステム構築
がん治療中から緩和ケアを提供し地域医療機関に繋ぐ
包括的ケアに向けた拠点病院と地域医療機関の役割分担
がん治療中に地域医療機関の担う役割に関する拠点病院からの情
報提供
拠点病院への患者の集中を緩和するための地域病院でがん治療を
提供する体制
患者自身が自身の持つ医療機関に診療情報を提示する体制
地域医療機関が診療情報を得るための情報共有システムの構築
地域医療機関が患者の診療情報を必要時に得られる体制の構築
地域で治療後のフォローアップを行うためのがん主治医から地域
医療従事者への治療内容の情報提供
拠点病院の多職種が提供する包括的な診療情報
地域で患者の治療相談を行うためのがん主治医から地域医療従事
者への診療情報の提供
がん治療充実に向けた地域医療機関から拠点病院への患者情報の
提供
地域医療従事者による拠点病院医療者への主体的な情報収集
がん主治医と連携して地域医療従事者が主体となって行う副作用
症状対応
拠点病院の医療従事者と地域医療従事者が協働して行う支持療法
地域医療従事者ががん主治医への副作用対応に関するフィード
バック
かかりつけ医が副作用症状対応を行うための診療範囲に関するが
ん主治医との事前相談
がん治療医から地域の医療従事者への副作用症状対応に関する知
識の提供
拠点病院からの患者が終末期を見据えたことで揺れ動く思いの情
報提供
地域医療機関で継続して行う終末期を見据えた意思決定支援

地域医療機
関・施設

拠点病院も
しくは地域
医療機関・

施設

拠点病院

身体変化しやすいが
ん患者へのタイム
リーながん診療のた

がん主治医と連携し
た副作用症状対応

拠点病院から継続す
る終末期を見据えた
意思決定支援

拠点病院との連携に
よるがん医療と緩和
ケアの統合

拠点病院と地域医療
機関のがん診療の役
割分担

がん治療を支えるた
めの拠点病院の医療
従事者との診療情報
の相互共有

 
 

6. がん治療期の患者の療養生活を支えるため

の望ましい連携 

分析の結果、53 のコード、16 のサブカテゴ

リ、5のカテゴリ【治療中の患者により良いケ

アを提供するためのがん診療連携拠点病院と

地域の医療機関の連携】、【終末期ケアへのス

ムーズな移行のためのがん診療連携拠点病院

と地域の医療機関の連携】、【治療継続を支え

るための地域の医療従事者による心身の細や

かなケア】、【患者・家族の療養生活を支える

ための社会資源の充足】、【誰もが等しく支援

を受けられる新たな資源の構築】に集約された

(表 7) 。 

 

表 7. がん治療期の患者の療養生活を支えるた

めの望ましい連携 
カテゴリ サブカテゴリ 

治療中の患者に

より良いケアを

提供するための

がん診療連携拠

点病院と地域の

医療機関の連携 

治療はがん診療連携拠点病院で行い、治療に

伴なう体調変化は地域の医療機関で対応する

連携 

治療中の不安に対するがん診療連携拠点病院

と地域の医療機関での連携 

安全に治療を実施するためのがん診療連携拠

点病院と地域医療施設従事者間の情報共有 

患者の状態に合わせてタイムリーに必要な療

養支援を行うための情報共有とシステム構築 

患者が最適な治療を受けられるためのがん診

療連携拠点病院と地域の医療・介護従事者と

の顔の見える関係性の構築 

終末期ケアへの

スムーズな移行

のためのがん診

療連携拠点病院

と地域の医療機

関の連携 

治療終了後～地域での終末期ケアへのスムー

ズな移行のための治療中からの地域医療従事

者の関わり 

在宅看取りを実現するためのがん治療中から

のがん診療連携拠点病院と在宅医療機関の連

携 

治療継続を支え

るための地域の

医療従事者によ

る心身の細やか

なケア 

治療開始前からの不安に対する地域の医療従

事者によるサポート 

ADLを維持して治療継続ができるための地域

でのリハビリテーション 

患者・家族の療養

生活を支えるた

めの社会資源の

充足 

病院外のがん相談支援センターの設置 

治療に伴う苦痛を相談できる場所の設置や電

話サービス 

医療従事者やボランティアよる外来通院の付

き添いや院内移動の付き添い 

がんサバイバー同士がつながり支え合う機会

の提供 

誰もが等しく支

援を受けられる

新たな資源の 

構築 

終末期ケアへの迅速な移行のための介護保険

適応外の患者への公的支援以外の支援の充実 

介護保険適応外の患者が治療中の体調変化に

対して必要な医療や支援を受けられる体制の

構築 
家族の負担を軽減させるためのデイサービス

などの提供 

 

 

C-Ⅱ. 医療・介護・行政の専門職を対象とした

質問紙調査による量的研究 

柏市内の 687 施設 904名の医療・介護・行政

の専門職に対して質問紙が送付され、410 名

（45.4％）から有効回答を得た。 

 

C-Ⅱ-1)回答者背景 

回答者の背景は、平均年齢（標準偏差）は

47.1 ± 11.0で 56.6%が女性であった。職種は

多い順に介護支援専門員 94 名、薬剤師 68 名、

看護師 65 名、医師 39 名、歯科医師 31 名、介

護福祉士 24名、理学療法士 18名、社会福祉士

14名、作業療法士 13名、訪問介護員 7名、言

語聴覚士 4名であった。勤務先は多い順に病院

89名、居宅介護支援事業所 77名、調剤薬局 61

名、診療所・医院 47 名、居宅サービス事業所

37名、介護保健施設 25名、地域密着型サービ

ス事業所 20 名、訪問看護ステーション 17 名、

地域包括支援センター17 名、行政機関 10 名、

であった。勤務年数は 64.1%が 10 年以上であ

った。89.0%ががん患者の担当経験を有し、

54.6%が現在も担当しており、46.8%が在宅サー

ビスを自身で提供していた。地域包括ケアシス

テムの知識に対する自信があると回答したも

のは 38.7%であった。 

 



C-Ⅱ-2) 住民に啓発・教育すべき内容 

地域包括ケアシステムが地域住民に周知さ

れていると回答したものは 7.4%、がん診療連

携やがん治療のサポート体制が住民に周知さ

れていると回答したものは 6.0%であり、周知

されていないと回答したものはそれぞれ

79.0％、77.1％であった。 

 住民への啓発や教育が地域包括ケアにおけ

るがん診療連携の推進に有用と回答したもの

は 83.1%であった。 

 地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進

のために、住民に対して啓発・教育する内容と

して有用と強く認識されていたのは、“地域の

病院でのフォローアップ体制”、“がんに罹患

していることを周囲の人に伝えて支援しても

らうこと”、“介護サービスの導入”、“緩和

ケア”、“終末期の経過や看取り”、“人生の

最期の迎え方を話し合うこと”、“医療や介護

についての正しい情報の取得方法”であった。 

 

C-Ⅱ-3) 住民に啓発・教育するためのセッティ

ングや方法 

 住民への啓発や教育を行うためのセッティ

ングや方法としては、多くの項目で有用と回答

する医療者が多く、“がん体験者や家族による

話”、“関係する医療機関・介護施設・専門職・

行政が協働して行う啓発”においては 90%以上

の回答者が有用と回答した。しかし、有用と強

く認識された項目はなかった。 

 

C-Ⅱ-4) がん治療を行う病院の医療者、もしく

は、がん治療を行う病院以外の医療者、介護職

に対する啓発・教育すべき内容 

 医療者への普及・啓発・教育が有用であると専

門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の

急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化

への対応法”、“地域包括ケア”、“他の医療職

との連携方法」「他施設・他職種との情報共有の

有用性”、“在宅療養および在宅療養のサポート

体制”、“在宅での看取りケア”、“患者の生活

を中心に捉えた病状や状況の説明の必要性”、で

あり、がん拠点病院で勤務する医療者への普及・

啓発・教育については“地域の医療資源について”、

“地域の介護資源について”、“他の医療職の役

割について”、“他の介護職との連携方法につい

て”、も強く認識されていた。 

 介護職への普及・啓発・教育が有用であると専

門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の

急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化

への対応法”、“他の医療職との連携方法”、“他

の介護職との連携方法”、“他施設・他職種との

情報共有の有用性”、“在宅療養および在宅療養

のサポート体制”、“在宅での看取りケア”、“高

齢者施設での看取りケア”、“患者の生活を中心

に捉えた病状や状況の説明の必要性”、であった。 

 

C-Ⅱ-5) がん拠点病院に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“必要

時に入院できる体制”、“患者の自宅での状況・

服薬状況を考慮した処方”、“患者の負担の少

ないスムーズな受診システム”、“補完代替療

法も含めたがん治療の提供”、“地域の医療職・

介護職からの相談窓口の統一”、“かかりつけ

医との十分な連携”、“治療中からの専門的な

緩和ケア提供”、“早期からのアドバンス・ケ

ア・プランニング”、“早期からの地域・在宅医

療との連携”、“在宅医療に関して患者への充

分な情報提供”、“各拠点病院の地域との連携

体制の標準化”、“地域の医療職・医療機関・

施設への情報発信”、“地域の専門職に対する

研修”、“地域の専門職による症状コントロー

ルを支援する体制”であった。 

 

C-Ⅱ-6) がん拠点病院以外に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“施設

の機能に合わせたがん患者の受け入れ”、“が

んの有無にかかわらない患者の受け入れ”、“標

準治療の遵守”、“非がん疾患の診療”、“緩

和ケアに関するがん拠点病院との連携”であっ

た。 

 

C-Ⅱ-7) かかりつけ医や訪問診療医に期待す

ること 

 強く認識（期待）されている項目は、“非が

ん疾患のフォローアップ”、“かかりつけ医を

中心とした診療体制の構築”、“がん治療医と

連携したがん治療後のフォローアップ”、“多

職種と連携した在宅療養支援の質の向上”、“が

ん医療に苦手意識のあるかかりつけ医のサポ

ート”であった。 

 

C-Ⅱ-8) 歯科医師に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“がん

患者への継続的な関わり”、“摂食嚥下の評価



と介入”、“口腔ケアに関する啓発”であった。 

 

C-Ⅱ-9) 医師会・歯科医師会・薬剤師会に期待

すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“医師・

歯科医師・薬剤師に対する教育支援”、“地域

の医療資源に関する情報の提示”、“がん診療

連携に関する住民への啓発”、“施設の機能・

役割に関する啓発”、“医師会レベルで連携し

たがん診療体制”であった。 

 

C-Ⅱ-10) 地域包括支援センターに期待するこ

と 

 強く認識（期待）されている項目は、“地域

包括支援センターを窓口にした多職種連携”、

“身体的サポートの場に関する情報提供”、“病

気を地域で支えあえる関係づくりを担うこと”、

“地域包括ケアシステムの質向上のための仕

組みづくり”、“入院中からの病院との連携”

であった。 

 

C-Ⅱ-11) 緩和ケア病棟に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“患者

の状況に合わせた迅速な患者の受け入れ”、“患

者の柔軟な受け入れ”、“レスパイト入院の受

け入れ”、“今後の療養生活を見越した患者の

身体機能の維持”、“地域包括ケアシステムの

質向上のための仕組みづくり”であった。 

 

C-Ⅱ-12) 高齢者向け施設に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“他施

設との診療・生活情報の共有”、“医療ができ

る高齢者向け施設の充足”、“医療と連携した

看取り体制の構築”、“患者の状態の医療機関

へのフィードバック”、“施設入所までの迅速

化”、“高齢者向け施設スタッフのスキルアッ

プ”、“高齢者向け施設スタッフの看取り教育”

であった。 

 

C-Ⅱ-13) 行政に期待すること 

 強く認識（期待）されている項目は、“行政

による地域包括ケアにおける連携調整”、“住

民に向けた地域包括ケアシステムに関する情

報発信”、“住民に向けた各施設の役割に関す

る情報発信”、“各職種の活動のバックアップ

やスキルアップ支援”、“関わる人々の顔の見

える場の提供”、“市町村間で連携した地域包

括ケアの提供”、“地域の情報共有システムの

一元化”であった。 

 

C-Ⅱ-14) 地域包括ケアにおけるがん診療連携

体制の構築に望ましい方法や内容 

 ほとんどの項目において 90％以上が有用と

回答されていたが、そのうち強く認識（期待）

されている項目は、“切れ目のない連携体制に

ついての話し合い”、“事例検討を通した情報

や考え方の共有”、“がん拠点病院と、がん拠

点病院以外の病院やかかりつけ医が協働した

がん医療の提供”、“がん治療中も継続する、

患者とかかりつけ医との関わり”、“がん治療

医とかかりつけ医がお互いの診療範囲を共有

すること”、“在宅移行の適切なタイミングの

共有”であった。 

 

C-Ⅱ-15) 地域包括ケアにおけるがん診療連携

において、中心的役割を担う職種 

 強く認識（期待）されている職種は、がん拠

点病院の窓口としては“緩和ケア医”、“ソー

シャルワーカー”、がん診療連携全体の主導的・

中心的な役割としては“緩和ケア医”、“がん

治療医”、“かかりつけ医”、“訪問診療医”、

患者が在宅ケアを受けることになった際の主導

的・中心的な役割としては“訪問診療医”、“か

かりつけ医”、“訪問看護師”であった。 

 

C-Ⅱ-16) 地域包括ケアにおけるがん診療連携

において求められる人材・職種 

 9強く認識（期待）されている人材・職種は、

“地域包括ケアシステムにおけるがん診療連

携の中心的役割を担う人材・職種”、“患者の

状態に合わせて病院や施設の選択を行う役割

を担う人材・職種”、“施設間の連携を中心的

に進める役割を担う人材・職種”、“がん診断

時から地域包括ケアを調整する役割を担う人

材・職種”、“地域において患者を包括的にと

らえ支援・調整する役割を担う人材・職種”で

あった。 

 

C-Ⅱ-17) 地域の多職種が介入を開始するタイ

ミング 

 “がん診断の早期”と回答したものは、48.7％

であった。強く認識（期待）されている項目は、

“患者が在宅ケアを受けることになった際”で

あった。 



 

C-Ⅱ-18) がん治療の時期において、がん患者

の非がん疾患を診療する医師 

 がん診断時～抗がん治療中は、強く認識（期待）

されている医師はみられず、経過観察中（抗がん

治療終了後）や抗がん治療終了後～終末期では

「かかりつけ医」「「訪問診療医」が強く認識（期

待）されていた。 

 

C-Ⅱ-19） 地域包括ケアにおけるがん診療連携

における望ましいシステム 

 強く認識（期待）されている項目は、“がん

治療医と非がん疾患治療医の連携体制”、“患者

の医療に関する地域での情報共有システム”、“患

者の生活や介護に関する地域での情報共有シス

テム”、“多職種でのタイムリーな連絡手段”、

“地域におけるがん患者・家族に対する心理的な

サポート体制”、“抗がん治療後の患者ががん治

療病院から紹介元病院へ戻ることができる体制”、

“地域の施設や病院が、抗がん治療後の患者をス

ムーズに受け入れできる体制”、“若年がん患者

に対する地域包括ケアシステムを利用したサポ

ート体制・制度”、“がん患者の急速な身体機能

低下に備えた迅速な連携システム”、“高齢者向

け施設での急な状態変化が生じた時に対応する

体制”であった。 

 

C-Ⅱ-20) 地域包括ケアにおける自助・互助 

 勤務している地域において住民の自助・互助

は進んでいると回答したのは 39.7％であった

が。86.8%はがん診療連携においても自助・互

助が重要であると回答した。 

 

C-Ⅲ. がん患者遺族を対象とした家族内葛藤

に関する質問紙調査による量的研究 

1721 名のがん患者遺族に対して質問紙が送

付され、1084 名（63.0％）から返送があり、

回答拒否を除いた有効回答は 908名（83.8％）

であった。患者の平均年齢は 75.2 ± 11.4 で

54.5%が男性であった。また、原発巣として肝・

胆・膵がもっとも多く、続いて肺が多かった。

回答した遺族の平均年齢は 62.7 ± 12.0 で

34.5%が男性であった。 

本研究では Outcome-Family Conflict scale 

(OFC scale、8 項目)を用いて家族内葛藤を評

価した。OFC scale の平均は 13.1 ± 4.6（最

大：40）で、「ご自身が本来果たすべき役割を

十分にしていない家族の方がいると思うこと

があった」については、「とても良くあった」

「よくあった」「時々あった」と回答した遺族

が 23.5%であった。また、10.9%の遺族が「患

者様が残された時間をどこで過ごすかについ

て意見が合わないことがあった」については、

「とても良くあった」「よくあった」「時々あ

った」と回答した遺族が 10.9%であった。そし

て、38.0%の遺族が OFC scale８項目のうち、

少なくとも１項目で「とても良くあった」「よ

くあった」「時々あった」と回答した。 

 

 

Ｄ．考察 

本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療

連携において、医療・介護・行政の専門職が認

識する現状や重要と考える事項や期待する事

項を質的および量的に調査し、地域包括ケアに

おけるがん診療連携体制の構築に有用な知見

が得られた。また、がん患者の遺族が感じてい

た家族内葛藤の頻度や内容が明らかになった。 

 

医療・介護・行政の専門職を対象とした質的研

究では、88名の個別インタビューデータをもと

に、5つの研究課題、①地域における看取りの

体制構築に向けた望ましいがん診療連携、②が

ん患者を支援する医療・介護従事者が捉える望

ましいがん患者の終末期移行支援、③がん診療

病院の医療従事者が捉える終末期がん患者の

在宅療養において必要とされる連携体制、④地

域の医療・介護従事者によるがん治療中からの

緩和ケアのための医療連携、⑤地域包括ケアシ

ステムにおけるがん治療期の患者の療養生活

を支えるための望ましい連携、について分析を

行った。結果として、早期からの ACP 実施、治

療時からの地域との医療連携を基盤にした連

携体制づくり、情報共有のシステム構築などが

必要となることが示唆された。  

      

医療・介護・行政の専門職を対象とした質問紙

調査による量的研究では、実際に患者を担当し

た回答者であっても、地域包括ケアシステムの

知識に自信があると回答したものは 38.7%と

低値であり、地域包括ケアシステムおよびがん

治療のサポート体制が住民に周知されている

と回答したものはそれぞれ 7.4%、6.0％と極め

て低値であった。一方で、住民への啓発や教育



が地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進

に有用と回答したものは 83.1%と高値であっ

た。住民への啓発や教育方法のセッティングや

方法としては、多くの項目で有用と回答されて

いた。これらの結果から、専門職および住民へ

の普及・啓発・教育は現状では不十分であり、

様々なセッティングや方法で、専門職および住

民への普及・啓発・教育を行っていくことが地

域包括ケアにおけるがん診療連携の推進に重

要であると考えられる。 

また、本研究の結果から、各施設や組織、専

門職それぞれに期待される役割が明らかにな

った。それぞれの施設・組織・専門職がお互い

の役割を認識し協働することが、地域包括ケア

におけるがん診療連携の推進に重要であると

考えられる。 

地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の

構築に望ましい方法や内容、システムにおいて

は、多くの項目において 90％以上が有用と回

答されていたが、そのうち特に強く重要と考え

られている項目をまとめると、「切れ目のない

連携」「情報や考え方の共有」「がん治療医、

かかりつけ医のお互いの診療範囲を共有した

協働・連携」「地域におけるがん患者・家族に

対する心理的なサポート」「がん患者の急速な

身体機能低下に備えた迅速な連携」「高齢者向

け施設での急な状態変化が生じた時の対応」な

どと考えられる。これらの内容を意識した実践

的な取り組みが地域包括ケアにおけるがん診

療連携体制の構築に重要となると考えられる。 

 

がん患者遺族を対象とした家族内葛藤に関

する質問紙調査による量的研究では、専門的緩

和ケアサービスを利用して亡くなったがん患

者の遺族の 38.0%が何らかの家族内葛藤を経

験していることが明らかになった。また、家族

の中に本来果たすべき役割を十分にしていな

い家族がいると感じることが多いことや、療養

場所について家族内で葛藤を経験した家族も

いることが明らかになった。 

家族内葛藤の頻度については、我が国の緩和

ケア病棟 71 施設で亡くなったがん患者の遺族

を対象として行われた先行研究で遺族の

42.2%が何らかの家族内葛藤を経験していたと

する結果とも一致している。さらに、肺がん患

者の遺族のうち 35%が家族内葛藤を経験して

いたとする海外の先行研究の結果とも一致お

り、がん患者の家族における家族内葛藤の頻度

は少なくないため、ケアスタッフは積極的に家

族内葛藤の評価や介入に関わっていく必要性

があることを示唆する。 

 

 地域によって医療・介護の環境は異なり、地

域包括ケアの形も様々であるが、本質としては

重要な項目は変わらないと考えられ、本研究結

果をもとした提言を作成し、それぞれの地域に

合わせた望ましい地域包括ケアにおけるがん

診療連携体制の構築に役立つことを期待した

い。 

 

 

Ｅ．結論 

本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療

連携において、医療・介護・行政の専門職が認

識する現状や重要と考える事項や期待する事

項を明らかにした。また、専門的緩和ケアサー

ビスを利用した遺族の 38.0%が少なくとも１

つの家族内葛藤を経験し、療養場所について、

家族内で葛藤を経験した家族もいることが明

らかになった。わが国のそれぞれの地域におい

て、地域包括ケアシステムを基盤とした診断・

治療・併存症の治療・終末期ケアまでを含む包

括的ながん診療連携モデルの構築は喫緊の課

題であり、本研究の結果に基づいた提言を行う

ことが重要であると考える。 
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研究要旨 
 超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した連携
体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要となる。一
方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基盤とした
がん診療連携モデルの構築が必要である。 
地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまで
を含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。令和1年度は、
前年度までの研究結果に基づいて、医療従事者、介護従事者、行政職を対象とした
質問紙調査を実施した。地域包括ケアシステムの知識に自信がある専門職は
38.7％に留まり、「地域包括ケアシステムは住民に周知されていない」、「がん診
療連携やがん治療におけるサポート体制は、現在、住民に周知されていない」と回
答した専門職は、それぞれ79.0％、77.1％と高い割合であった。一方で、住民への
普及・啓発・教育は、「地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進に有用であ
る」、「がん診療連携においても、自助・互助は重要である」と考える専門職は、
それぞれ83.1％、86.8％と高い割合であった。専門職および住民への普及・啓発・
教育が重要であると考えられた。また、地域包括ケアにおけるがん診療連携におい
て、望ましいシステムや体制に専門職が重要と考えている要因を明らかにした。 

            
  
 
 
  
Ａ．研究目的 
医療・介護・行政の専門職を対象に、地域包
括ケアにおける望ましいがん診療連携につい
て、質的研究で抽出された要素に基づいて作成
された質問紙調査による量的調査を行い、地域
包括ケアシステムに対する認識および地域包
括ケアにおけるがん診療連携において優先度
の高い課題などを明らかにする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
2020 年 3 月に地域包括ケアシステム構築モ
デル例となっている柏市内で勤務する医療・介 

 
護・行政の専門職を対象とし、自記式質問紙票
を郵送し、回答を得た。インタビュー調査を行
った千葉県東葛北部医療圏においても、市町村
によって、地域包括ケアに対する取り組み方の
差が大きいことから、地域包括ケアが積極的に
進められている地域のみを対象とする方がさ
らなる課題が明らかになると考えられたため、
柏市内で勤務する医療・介護・行政の専門職の
みを対象とすることとした。 
質問紙票は前年度までに実施した質的研究
の結果を基に質問項目を作成した。質問紙は、
「対象者背景」「住民への普及・啓発・教育に



ついて」「医療職・介護職への普及・啓発・教
育について」「各施設や組織に期待すること」
「地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の
構築に望ましい方法や内容について」「地域包
括ケアにおけるがん診療連携において、中心的
役割を担う職種などについて」「がん患者の非
がん疾患の治療について」「地域包括ケアにお
けるがん診療連携における望ましいシステム
や体制について」「地域包括ケアにおける自助・
互助について」といった項目にそれぞれ小項目
を作成し、対象者背景を除く質問項目数は 290
項目となった。「回答は 7 件法（1：全くそう
思わない～7：非常にそう思う）とした。1-3 を
“いいえ”、4 を“どちらでもない”、5-7 を
“はい”とまとめ、“はい”の割合を算出した。
また、“はい”の割合のうち、5：ややそう思う
を除いた、6：そう思う”～7：非常にそう思う
をまとめ、割合を算出し、70％以上を“強い認
識”の項目とした。 
 
 
（倫理面への配慮） 
本調査は医療・介護・行政の担当職員に対す
る心理的負担を伴わない質問紙調査であるた
め、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指
針」による倫理審査は不要であると判断され、
研究を実施した。 
 個人情報および診療情報などのプライバシー
に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重
に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識
して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に
務めた。 
 
Ｃ．研究結果 
柏市内の 687 施設 904 名の医療・介護・行政
の専門職に対して質問紙が送付され、410 名
（45.4％）から有効回答を得た。 
 
C-1)回答者背景 
回答者の背景は、平均年齢（標準偏差）47.1 
± 11.0 で 56.6%が女性であった。職種は多い
順に介護支援専門員 94名、薬剤師 68 名、看護
師 65 名、医師 39 名、歯科医師 31 名、介護福
祉士 24 名、理学療法士 18 名、社会福祉士 14
名、作業療法士 13 名、訪問介護員 7 名、言語
聴覚士4名であった。勤務先は多い順に病院89
名、居宅介護支援事業所77名、調剤薬局61名、

診療所・医院47名、居宅サービス事業所37名、
介護保健施設 25 名、地域密着型サービス事業
所 20 名、訪問看護ステーション 17 名、地域包
括支援センター17 名、行政機関 10 名、であっ
た。勤務年数は 64.1%が 10 年以上であった。
89.0%ががん患者の担当経験を有し、54.6%が現
在も担当しており、46.8%が在宅サービスを自
身で提供していた。地域包括ケアシステムの知
識に対する自信があると回答したものは
38.7%であった。 
 
C-2) 住民に啓発・教育すべき内容 
地域包括ケアシステムが地域住民に周知さ
れていると回答したものは 7.4%、がん診療連
携やがん治療のサポート体制が住民に周知さ
れていると回答したものは 6.0%であり、周知
されていないと回答したものはそれぞれ
79.0％、77.1％であった。 
 住民への啓発や教育が地域包括ケアにおけ
るがん診療連携の推進に有用と回答したもの
は 83.1%であった。 
 地域包括ケアにおけるがん診療連携の推進
のために、住民に対して啓発・教育する内容と
して有用と強く認識されていたのは、“地域の
病院でのフォローアップ体制”、“がんに罹患
していることを周囲の人に伝えて支援しても
らうこと”、“介護サービスの導入”、“緩和
ケア”、“終末期の経過や看取り”、“人生の
最期の迎え方を話し合うこと”、“医療や介護
についての正しい情報の取得方法”であった。 
 
C-3) 住民に啓発・教育するためのセッティン
グや方法 
 住民への啓発や教育を行うためのセッティ
ングや方法としては、多くの項目で有用と回答
する医療者が多く、“がん体験者や家族による
話”、“関係する医療機関・介護施設・専門職・
行政が協働して行う啓発”においては 90%以上
の回答者が有用と回答した。しかし、有用と強
く認識された項目はなかった。 
 
C-4) がん治療を行う病院の医療者、もしくは、
がん治療を行う病院以外の医療者、介護職に対
する啓発・教育すべき内容 
 医療者への普及・啓発・教育が有用であると専
門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の
急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化



への対応法”、“地域包括ケア”、“他の医療職
との連携方法”、“他施設・他職種との情報共有
の有用性”、“在宅療養および在宅療養のサポー
ト体制”、“在宅での看取りケア”、“患者の生
活を中心に捉えた病状や状況の説明の必要性”、
であり、がん拠点病院で勤務する医療者への普
及・啓発・教育については“地域の医療資源につ
いて”、“地域の介護資源について”、“他の医
療職の役割について”、“他の介護職との連携方
法について”、も強く認識されていた。 
 介護職への普及・啓発・教育が有用であると専
門職が強く認識する項目は、“終末期がん患者の
急速に低下する身体機能”、“終末期の病状悪化
への対応法”、“他の医療職との連携方法”、“他
の介護職との連携方法”、“他施設・他職種との
情報共有の有用性”、“在宅療養および在宅療養
のサポート体制”、“在宅での看取りケア”、“高
齢者施設での看取りケア”、“患者の生活を中心
に捉えた病状や状況の説明の必要性”、であった。 
 
C-5) がん拠点病院に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“必要
時に入院できる体制”、“患者の自宅での状況・
服薬状況を考慮した処方”、“患者の負担の少な
いスムーズな受診システム”、“補完代替療法も
含めたがん治療の提供”、“地域の医療職・介護
職からの相談窓口の統一”、“かかりつけ医との
十分な連携”、“治療中からの専門的な緩和ケア
提供”、“早期からのアドバンス・ケア・プラン
ニング”、“早期からの地域・在宅医療との連携”、
“在宅医療に関して患者への充分な情報提供”、
“各拠点病院の地域との連携体制の標準化”、
“地域の医療職・医療機関・施設への情報発信”、
“地域の専門職に対する研修”、“地域の専門職
による症状コントロールを支援する体制”であっ
た。 
 
C-6) がん拠点病院以外に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“施設
の機能に合わせたがん患者の受け入れ”、“が
んの有無にかかわらない患者の受け入れ”、“標
準治療の遵守”、“非がん疾患の診療”、“緩
和ケアに関するがん拠点病院との連携”であっ
た。 
 
C-7) かかりつけ医や訪問診療医に期待するこ
と 
 強く認識（期待）されている項目は、、“非

がん疾患のフォローアップ”、“かかりつけ医
を中心とした診療体制の構築”、“がん治療医
と連携したがん治療後のフォローアップ”、“多
職種と連携した在宅療養支援の質の向上”、“が
ん医療に苦手意識のあるかかりつけ医のサポ
ート”であった。 
 
C-8) 歯科医師に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“がん
患者への継続的な関わり”、“摂食嚥下の評価
と介入”、“口腔ケアに関する啓発”であった。 
 
C-9) 医師会・歯科医師会・薬剤師会に期待す
ること 
 強く認識（期待）されている項目は、“医師・
歯科医師・薬剤師に対する教育支援”、“地域
の医療資源に関する情報の提示”、“がん診療
連携に関する住民への啓発”、“施設の機能・
役割に関する啓発”、“医師会レベルで連携し
たがん診療体制”であった。 
 
C-10) 地域包括支援センターに期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“地域
包括支援センターを窓口にした多職種連携”、
“身体的サポートの場に関する情報提供”、“病
気を地域で支えあえる関係づくりを担うこと”、
“地域包括ケアシステムの質向上のための仕
組みづくり”、“入院中からの病院との連携”
であった。 
 
C-11) 緩和ケア病棟に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“患者
の状況に合わせた迅速な患者の受け入れ”、“患
者の柔軟な受け入れ”、“レスパイト入院の受
け入れ”、“今後の療養生活を見越した患者の
身体機能の維持”、“地域包括ケアシステムの
質向上のための仕組みづくり”であった。 
 
C-12) 高齢者向け施設に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“他施
設との診療・生活情報の共有”、“医療ができ
る高齢者向け施設の充足”、“医療と連携した
看取り体制の構築”、“患者の状態の医療機関
へのフィードバック”、“施設入所までの迅速
化”、“高齢者向け施設スタッフのスキルアッ
プ”、“高齢者向け施設スタッフの看取り教育”
であった。 



 
C-13) 行政に期待すること 
 強く認識（期待）されている項目は、“行政
による地域包括ケアにおける連携調整”、“住
民に向けた地域包括ケアシステムに関する情
報発信”、“住民に向けた各施設の役割に関す
る情報発信”、“各職種の活動のバックアップ
やスキルアップ支援”、“関わる人々の顔の見
える場の提供”、“市町村間で連携した地域包
括ケアの提供”、“地域の情報共有システムの
一元化”であった。 
 
C-14) 地域包括ケアにおけるがん診療連携体
制の構築に望ましい方法や内容 
 ほとんどの項目において 90％以上が有用と
回答されていたが、そのうち強く認識（期待）
されている項目は、“切れ目のない連携体制に
ついての話し合い”、“事例検討を通した情報
や考え方の共有”、“がん拠点病院と、がん拠
点病院以外の病院やかかりつけ医が協働した
がん医療の提供”、“がん治療中も継続する、
患者とかかりつけ医との関わり”、“がん治療
医とかかりつけ医がお互いの診療範囲を共有
すること”、“在宅移行の適切なタイミングの
共有”であった。 
 
C-15) 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おいて、中心的役割を担う職種 
 強く認識（期待）されている職種は、がん拠
点病院の窓口としては“緩和ケア医”、“ソーシ
ャルワーカー”、がん診療連携全体の主導的・中
心的な役割としては“緩和ケア医”、“がん治療
医”、“かかりつけ医”、“訪問診療医”、患者
が在宅ケアを受けることになった際の主導的・中
心的な役割としては“訪問診療医”、“かかりつ
け医”、“訪問看護師”であった。 
 
C-16) 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おいて求められる人材・職種 
 強く認識（期待）されている人材・職種は、
“地域包括ケアシステムにおけるがん診療連
携の中心的役割を担う人材・職種”、“患者の
状態に合わせて病院や施設の選択を行う役割
を担う人材・職種”、“施設間の連携を中心的
に進める役割を担う人材・職種”、“がん診断
時から地域包括ケアを調整する役割を担う人
材・職種”、“地域において患者を包括的にと

らえ支援・調整する役割を担う人材・職種”で
あった。 
 
C-17) 地域の多職種が介入を開始するタイミ
ング 
 “がん診断の早期”と回答したものは、48.7％
であった。強く認識（期待）されている項目は、
“患者が在宅ケアを受けることになった際”で
あった。 
 
C-18) がん治療の時期において、がん患者の非
がん疾患を診療する医師 
 がん診断時～抗がん治療中は、強く認識（期待）
されている医師はみられず、経過観察中（抗がん
治療終了後）や抗がん治療終了後～終末期では
「かかりつけ医」「訪問診療医」が強く認識（期
待）されていた。 
 
C-19） 地域包括ケアにおけるがん診療連携に
おける望ましいシステム 
 強く認識（期待）されている項目は、“がん
治療医と非がん疾患治療医の連携体制”、“患者
の医療に関する地域での情報共有システム”、“患
者の生活や介護に関する地域での情報共有シス
テム”、“多職種でのタイムリーな連絡手段”、
“地域におけるがん患者・家族に対する心理的な
サポート体制”、“抗がん治療後の患者ががん治
療病院から紹介元病院へ戻ることができる体制”、
“地域の施設や病院が、抗がん治療後の患者をス
ムーズに受け入れできる体制”、“若年がん患者
に対する地域包括ケアシステムを利用したサポ
ート体制・制度”、“がん患者の急速な身体機能
低下に備えた迅速な連携システム”、“高齢者向
け施設での急な状態変化が生じた時に対応する
体制”であった。 
 
C-20) 地域包括ケアにおける自助・互助 
 勤務している地域において住民の自助・互助
は進んでいると回答したのは 39.7％であった
が、86.8%はがん診療連携においても自助・互
助が重要であると回答した。 
 
 
Ｄ．考察 
本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療
連携において、医療・介護・行政の専門職が認
識する現状や重要と考える事項や期待する事



項を量的に調査し、地域包括ケアにおけるがん
診療連携体制の構築に有用な知見が得られた。 
実際に患者を担当した回答者であっても、地
域包括ケアシステムの知識に自信があると回
答したものは 38.7%と低値であり、地域包括ケ
アシステムおよびがん治療のサポート体制が
住民に周知されていると回答したものはそれ
ぞれ 7.4%、6.0％と極めて低値であった。一方
で、住民への啓発や教育が地域包括ケアにおけ
るがん診療連携の推進に有用と回答したもの
は 83.1%と高値であった。住民への啓発や教育
方法のセッティングや方法としては、多くの項
目で有用と回答されていた。これらの結果から、
専門職および住民への普及・啓発・教育は現状
では不十分であり、様々なセッティングや方法
で、専門職および住民への普及・啓発・教育を
行っていくことが地域包括ケアにおけるがん
診療連携の推進に重要であると考えられる。 
また、本研究の結果から、各施設や組織、専
門職それぞれに期待される役割が明らかにな
った。それぞれの施設・組織・専門職がお互い
の役割を認識し協働することが、地域包括ケア
におけるがん診療連携の推進に重要であると
考えられる。 
地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の
構築に望ましい方法や内容、システムにおいて
は、多くの項目において 90％以上が有用と回
答されていたが、そのうち特に強く重要と考え
られている項目をまとめると、「切れ目のない
連携」「情報や考え方の共有」「がん治療医、
かかりつけ医のお互いの診療範囲を共有した
協働・連携」「地域におけるがん患者・家族に
対する心理的なサポート」「がん患者の急速な
身体機能低下に備えた迅速な連携」「高齢者向
け施設での急な状態変化が生じた時の対応」な
どと考えられる。これらの内容を意識した実践
的な取り組みが地域包括ケアにおけるがん診
療連携体制の構築に重要となると考えられた。 
 地域によって医療・介護の環境は異なり、地
域包括ケアの形も様々であるが、本質としては
重要な項目は変わらないと考えられ、本研究結
果をもとした提言を作成し、それぞれの地域に
合わせた望ましい地域包括ケアにおけるがん
診療連携体制の構築に役立つことを期待した
い。 
 
 

Ｅ．結論 
本研究では、地域包括ケアにおけるがん診療
連携において、医療・介護・行政の専門職が認
識する現状や重要と考える事項や期待する事
項を明らかにした。わが国のそれぞれの地域に
おいて、地域包括ケアシステムを基盤とした診
断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを含
む包括的ながん診療連携モデルの構築は喫緊
の課題であり、本研究の結果に基づいた提言を
行うことが重要であると考える。 
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地域包括ケアにおける医療連携と機能分化に資するがん患者家族の家族内葛藤に関する研究 
 

研究分担者 筑波大学 医学医療系 濵野 淳 
 

 
 
 

 
   研究要旨 

       がん患者の療養先を考えていく中で、家族の意向も含めた意思決定支
援が必要であることが指摘されている一方で、家族内で療養先に関する
意見が一致せず、様々な葛藤が生じていることも報告されている。しか
し、先行研究では、緩和ケア病棟で亡くなった遺族のみを対象として家
族内葛藤の頻度、種類が検証されているが、在宅、一般病棟で最期を迎
えた遺族における家族内葛藤の頻度、種類については、明らかになって
いない。 

       本研究で、専門的緩和ケアサービス（緩和ケア病棟、緩和ケアチーム、
在宅）で亡くなったがん患者の遺族の 38.0%が少なくとも１つの家族内
葛藤を経験したことが明らかになった。また、23.5%の遺族が「ご自身が
本来果たすべき役割を十分にしていない家族の方がいると思うことがあ
った」と感じ、10.9%の遺族が「患者様が残された時間をどこで過ごすか
について意見が合わないことがあった」と感じていたことも明らかにな
った。       

            
  
  
  
Ａ．研究目的 
専門的緩和ケアサービス（緩和ケア病棟・緩
和ケアチーム・在宅）で亡くなったがん患者の
遺族が感じていた家族内葛藤の頻度および内
容を明らかにする。 
 
 
Ｂ．研究方法 
2017 年 7 月現在における日本ホスピス緩和
ケア協会会員である、一般病院・緩和ケアチー
ム、ホスピス・緩和ケア病棟、および在宅でホ
スピス・緩和ケアを提供する診療所のうち、本
研究への参加に同意した施設を対象とし、各施
設にて 2018 年 1 月 31 日以前に死亡した患者
のうち、選択基準を満たす死亡者数が 80 名を
連続的に後ろ向きに同定し対象とした。調査は、 

 
 
自記式質問紙による郵送調査として行った。 
 
（倫理面への配慮） 
東北大学倫理委員会で審査し承認された後に、 
調査を実施した。調査データは、個人が同定で
きない状態で、東北大学内で管理した。 
 
 
Ｃ．研究結果 
 
1721 名のがん患者遺族に対して質問紙が送付
され、1084 名（63.0％）から返送があり、回答
拒否を除いた有効回答は 908 名（83.8％）であ
った。患者の平均年齢は75.2 ± 11.4で 54.5%
が男性であった。また、原発巣として肝・胆・



膵がもっとも多く、続いて肺が多かった。回答
した遺族の平均年齢は 62.7 ± 12.0 で 34.5%
が男性であった。 
本研究では Outcome-Family Conflict scale 
(OFC scale、8 項目)を用いて家族内葛藤を評
価した。OFC scale の平均は 13.1 ± 4.6（最
大：40）で、「ご自身が本来果たすべき役割を
十分にしていない家族の方がいると思うこと
があった」については、「とても良くあった」
「よくあった」「時々あった」と回答した遺族
が 23.5%であった。また、10.9%の遺族が「患者
様が残された時間をどこで過ごすかについて
意見が合わないことがあった」については、「と
ても良くあった」「よくあった」「時々あった」
と回答した遺族が 10.9%であった。そして、
38.0%の遺族が OFC scale８項目のうち、少な
くとも１項目で「とても良くあった」「よくあ
った」「時々あった」と回答した。 
 
 
Ｄ．考察 
本研究では、専門的緩和ケアサービスを利用
して亡くなったがん患者の遺族の 38.0%が何
らかの家族内葛藤を経験し、特に、家族の中に
本来果たすべき役割を十分にしていない家族
がいると感じることが多いことが明らかにな
った。 
これらの結果は、我が国の緩和ケア病棟 71 施
設で亡くなったがん患者の遺族を対象として
行われた先行研究で遺族の 42.2%が何らかの
家族内葛藤を経験していたとする結果とも一
致している。さらに、肺がん患者の遺族のうち
35%が家族内葛藤を経験していたとする海外の
先行研究の結果とも一致おり、がん患者の家族
における家族内葛藤の頻度は少なくないため、
ケアスタッフは積極的に家族内葛藤の評価や
介入に関わっていく必要性があることを示唆
する。 
 
 
Ｅ．結論 
本研究は、専門的緩和ケアサービス（緩和ケ
ア病棟・緩和ケアチーム・在宅）で亡くなった
がん患者の遺族が感じていた家族内葛藤の頻
度、内容および関連する因子を明らかにするこ
とを目的とした。本研究によって、専門的緩和
ケアサービスを利用した遺族の 38.0%が少な

くとも１つの家族内葛藤を経験し、療養場所に
ついて、家族内で葛藤を経験した家族もいるこ
とが明らかになった。 
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地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分化に関する研究 

 

 

研究分担者 阪大学大学院医学系研究科 荒尾 晴惠 

 

 

 

研究要旨 

 地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分

化に関する研究として、本年度は 88 名の個別インタビューデータをもとに、

5 つの研究課題、①地域における看取りの体制構築に向けた望ましいがん診

療連携、②がん患者を支援する医療・介護従事者が捉える望ましいがん患者

の終末期移行支援、③がん診療病院の医療従事者が捉える終末期がん患者の

在宅療養において必要とされる連携体制、④地域の医療・介護従事者による

がん治療中からの緩和ケアのための医療連携、⑤地域包括ケアシステムにお

けるがん治療期の患者の療養生活を支えるための望ましい連携、について分

析を行った。早期からの ACP 実施、治療時からの地域との医療連携を基盤に

した連携体制づくり、情報共有のシステム構築が必要となることが示唆され

た。       

   

 

 

  

Ａ．研究目的 

我が国では、地域包括ケアシステムと呼ばれ

る、医療・介護・住まい・生活支援が包括的に

確保される体制を構築している。がん患者が住

み慣れた地域で最後まで生活できるよう支援

するために、地域包括システムにおける連携強

化の重要性が指摘されている。 
 本年度は、個別インタビュー調査のデータを

もとに研究課題を作成し、分析により成果を得

た。研究課題名と研究目的は以下の通りである。 
 
Ⅰ．研究課題①：「地域における看取りの体制

構築に向けた望ましいがん診療連携」 
研究目的：地域で生活する終末期がん患者への

ケアを行う際の望ましい連携を明らかにする。 
Ⅱ．研究課題②「がん患者を支援する医療・介

護従事者が捉える望ましいがん患者の終末期

移行支援」 
研究目的：がん患者の終末期移行が円滑に進む

ために、医療・介護従事者が望ましいと考える

支援について明らかにする。 
Ⅲ．研究課題③「がん診療病院の医療従事者が 

 

 

捉える終末期がん患者の在宅療養において必

要とされる連携体制」 

研究目的：がん診療病院の医療従事者が捉える

終末期がん患者の在宅療養において必要とさ 

 

れる地域の医療・介護施設との連携体制につい

て明らかにする。 

Ⅳ．研究課題④「地域の医療・介護従事者によ

るがん治療中からの緩和ケアのための医療連

携」 

研究目的：地域の医療・介護従事者によるがん

治療中からの緩和ケアのためのがん診療連携

を明らかにする。 

Ⅴ．研究課題⑤：「地域包括ケアシステムにお

けるがん治療期の患者の療養生活を支えるた

めの望ましい連携」 

研究目的：地域包括ケアシステムにおけるがん

治療期の患者の療養生活を支えるための望ま

しい連携について明らかにする。  

 

 



Ｂ．研究方法 

 研究課題①～⑤における対象者、調査内容お

よびデータ収集方法、分析方法は以下の通りで

ある。 

１．対象者 

千葉県東葛北部医療圏の医療機関・介護施

設・行政機関で勤務しており、がん患者の支援

に関わる医師・歯科医師・看護師・薬剤師・理

学療法士・作業療法士・言語聴覚士・社会福祉

士・介護福祉士・介護支援専門員・行政職員 

 

2.データ収集方法 

対象者に文書による研究参加の同意を得た

うえで、個別に半構造化面接調査を実施した。

面接内容は、レコーダーに録音した。 

各回のインタビュー内容に基づき、適宜次にイ

ンタビューする職種（性別、経験年数、専門分

野など）を決める理論的サンプリングを用いた。 

 

3.調査内容 

1)対象者の基礎情報 

現在の職種、診療科や配属部署、現在の職種

での経験年数、がん患者を担当した経験の有無、

現在のがん患者担当の有無、現在訪問医療・介

護などの在宅サービス提供の有無、地域包括ケ

アシステムの知識についての自信（1:とても自

信がある～4：全く自信がない、の 4 段階で回

答） 

 

2)がん診療連携 

(1)がん診療において望ましい連携について以

下の①～④について尋ねた。 

①診断前～診断時期（検査、告知、紹介） 

②診断後～抗がん治療中  

③抗がん治療終了後の経過観察中（がんが根

治している、または病勢が抑えられている

状況） 

④抗がん治療終了後から終末期・看取りまで 

 

4．データ分析方法 

 面接内容を録音し、録音データをもとに逐語

録を作成した。逐語録より、地域で生活するが

ん患者へのケアを行う際の望ましい連携につ

いて語られた場合、その背景を表現する語句や

文章（意味単位；meaningful unites）を一文

化した。次に、抽出した意味単位をコード化

（Coding）し、それらのコードをまとめたサブ

カテゴリ、さらにそれを集約し、カテゴリを作

成した。分析には質的研究分析ソフト

MAXQDA(Light Stone社)を用いた。 

 

5.本研究の意義 

地域で生活するがん患者へのケアを行う際

の望ましい連携について明らかにすることで、

今後の地域包括ケアにおける望ましいがん患

者へのがん診療連携を検討するための示唆を

得ることができる。 

 

6.倫理面への配慮 

研究への参加は対象者の自由意思によるも

のとし、説明同意文書により研究の主旨を説明

し、研究参加への同意を得た。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 以下に研究課題ごとに結果を示す。 

 また、以下、カテゴリを【】で示す。 

 

研究課題①：「地域における看取りの体制構築

に向けた望ましいがん診療連携」 

 

１．対象者の概要 

1）対象者 88 名は、医師 24 名(27.3 %), 看護

師 17 名(19.3%), 社会福祉士 8 名 (9.1%)，介

護支援専門員 8名(9.1%), 薬剤師 7名（8.0％）

などの職種で構成された。概要は表１に示す。 

 

 

表１．対象者の職種(n=88) 

職種 n(%) 

医師 24(27.3) 

看護師 17(19.3) 

社会福祉士 8(9.1) 

介護支援専門員 8(9.1) 

薬剤師 7(8.0) 

理学療法士 7(8.0) 

保健師 5(5.7) 

歯科医師 5(5.7) 

介護福祉士 2(2.3) 

作業療法士 1(1.1) 

言語聴覚士 1(1.1) 

その他 3(3.4) 

 

 



2) 対象者の所属施設について、表 2に示す。 

 

表 2. 対象者の所属施設(n=88) 

 
地域包括ケア 

における 

位置づけ 
所属施設 n(%) 

医療 

 

がん診療連携拠点病院 26(29.5) 

一般病院 18(20.5) 

クリニック 5(5.7) 

歯科医院 3(3.4) 

薬局 3(3.4) 

生活支援・ 

介護予防 

市役所 6(6.8) 

地域包括支援センター 4(4.5) 

保健所 1(1.1) 

介護 

訪問診療専門クリニック 6(6.8) 

居宅介護支援事業所 6(6.8) 

訪問看護ステーション 4(4.5) 

介護施設 4(4.5) 

訪問リハビリステーション 2(2.3) 

 

対象者のうち、地域包括ケアシステムの「医

療」は、がん診療連携拠点病院 26名(29.5％)、

一般病院 18 名(20.5％)に所属している対象者

が多かった。また、「生活支援・介護予防」で

は、市役所 6 名(6.8％)、地域包括支援センタ

ー4名(4.5％)、保健所 1名（1.1%）であった。

「介護」では、訪問診療専門クリニック、居宅

介護支援事業所がそれぞれ 6 名(6.8％)であっ

た。 

 

3)対象者の現在の職種での平均経験年数±標

準偏差（以下、SD）は、17.2±SD8.7 年（範囲：

1～39 年）であった。 

 

4) 対象者のがん患者を担当した経験の有無に

ついて、87 名（98.9％）が有と回答し、無と

回答したのは 1名（1.1％）のみであった。 

 

5) 対象者の現在のがん患者担当の有無につい

て、72 名（81.8％）が有と回答し、16名（18.1％）

が無と回答した。 

 

 

2．地域で生活する終末期がん患者へのケアを

行う際の望ましい連携 

 

地域で生活する終末期がん患者へのケアを

行う際の望ましい連携を支援するための望ま

しい診療連携は、113 のコードから 30 のサブ

カテゴリ、4つのカテゴリに集約された。 

終末期がん患者を支える地域包括ケアのシ

ステム作りに関わる望ましい連携として、円滑

な連携を行うために連携の舵取りを行う施設

や医療者を特定するといった【施設・医療者の

役割の明確化】、早期からタイムリーな情報連

携を達成するための【患者の診療情報の共有】

が明らかとなった。また、地域で終末期がん患

者への質の高い直接ケアを提供するための望

ましい連携には、【患者・家族の希望に沿った

療養環境の整備】や、病状の進行を見据えた【地

域における看取りの体制の構築】があった（表

3）。 

 

表 3．地域で生活する終末期がん患者を支援す

るための望ましい診療連携 

カテゴリ サブカテゴリ 

施
設
・
医
療
者
の
役
割
の

明
確
化 

施設の役割機能を活かした連携体制の構築 

連携の中心的役割を担う職種の明確化 

地域における医療介護従事者の役割の理解

の促進 

主治医と在宅医の役割分担 

在宅医を中心とした地域の医療・介護連携 

在宅看取りの担当医の明確化 

患
者
の
診
療
情
報
の
共
有 

早期からの診療情報の共有  

タイムリーな情報共有を可能にする連携方

法の確立 

拠点病院と地域の情報共有システムの構築 

患者を包括的にとらえるための多職種での

情報共有 

ケアの質の向上に向けた患者情報の共有 

情報連携の中心的役割を担う人材の確保 

地
域
に
お
け
る
看
取
り
の
体
制
の
構
築 

早期からの病院と地域の連携体制の構築 

生活に医療を組み入れた在宅で完結できる

看取りの体制 

緩和ケアにいつでもアクセスできる連携体

制の構築 

緊急時対応に関する連携システムの構築 

患者家族への看取りを見据えた情報提供 

家族の介護力に合わせた支援の調整 

終末期ケアを提供する人材の充足 

患者の身体機能維持に向けた医療の提供  

既存の社会資源の積極的な活用 

活用できる社会資源の充足 

地域のインフォーマルサポートの活用 

遺族に対する心理的サポート 



患
者･

家
族
の
希
望
に 

沿
っ
た
療
養
環
境
の
整
備 

患者家族の希望を支える医療・介護連携 

患者家族の希望を支える地域の医療連携 

患者家族の希望を支える早期からの ACPの

実施 

患者家族の希望に応じた療養場所の調整 

有効な治療の手立てがなくなった患者家族

へのフォローアップ 

患者家族を支えるチームの目標の共有 

研究課題②「がん患者を支援する医療・介護従

事者が捉える望ましいがん患者の終末期移行

支援」 

 

1.対象者の概要 

対象者 88 名のうち、がん患者の終末期移行

が円滑に進むために医療・介護従事者が望まし

いと考える支援について語っていた者は 29 名

だった。29 名の職種は医師 8 名（27.6％）、

介護支援専門員 7 名（24.1％）、看護師 5 名

（17.2％）、保健師 3名（10.3％）、薬剤師 2

名（6.9％）、理学療法士 1名（3.4％）、作業

療法士 1名（3.4％）、社会福祉士 1名（3.4％）、

その他 1名（3.4％）であった。 

所属施設は、拠点病院や一般病院、クリニッ

ク、薬局、歯科医院といった医療機関が 13 名

（44.8%）であり、訪問診療専門クリニックや

訪問看護ステーション、訪問リハビリステーシ

ョン、介護施設、居宅介護支援事業所といった

介護・在宅医療機関が 11名（37.9%）、市役所

や保健所といった行政機関が 3 名（10.2%）、

地域包括支援センターが 2名（6.9%）であった。 

 

 

2.がん患者の終末期移行が円滑に進むための

望ましい支援 

 

表 4．がん患者の終末期移行が円滑に進むため

の望ましい支援 
カテゴリ サブカテゴリ 

がん診断時

から患者に 

寄り添える

関係性構築 

がん診断時から患者を包括的に捉えて

寄り添う人材の確保 

先を見据えて行う早期からの患者家族

との関係性構築 

がん診断時

から患者と 

繰り返し行

う終末期に 

関する対話 

がん治療中に時期を見極めて行う終末

期移行に関する対話 

繰り返し行う終末期の療養生活に関す

る対話 

かかりつけ医が患者と行うエンド・オ

ブ・ライフディスカッション 

患者の終末

期移行によ

り生じる揺

れる思いの

共有 

患者家族の終末期に関する本音の共有 

患者家族の揺れる思いを拠点病院から

地域に繋ぎ受け止める 

患者家族と

共に目標に 

向かうため

の職種間連

携 

地域全体で意思決定支援を行うための

早期からの医療従事者間の 

関係性構築 

地域全体で意思決定を支えるための多

職種協働 

地域で終末

期に関する 

対話ができ

る風土づく

り 

地域の医療・介護従事者がエンドオ

ブ・ライフディスカッションを行える

風土づくり 

早期から患者家族の終末期に関する対

話を支えるための情報提供 

 

がん患者の終末期移行が円滑に進むための

望ましい支援について、11 サブカテゴリ、5

カテゴリに集約された。対象者は各々の立場に

おいて【がん診断時から患者に寄り添える関係

性の構築】を礎に、【がん診断時から患者と繰

り返し行う終末期に関する対話】と【患者の終

末期移行により生じる揺れる思いの共有】が必

要と捉えていた。また、それらを支える【患者

家族と共に目標に向かうための職種間連携】と

【地域で終末期に関する対話ができる風土づ

くり】が必要と捉えていた（表 4）。 

 

研究課題③「がん診療病院の医療従事者が捉え

る終末期がん患者の在宅療養において必要と

される連携体制」 

 

1．対象者の概要 

対象者 88 名のうち、がん診療連携拠点病院

およびがん診療を行う一般病院（以下、がん診

療病院）の医療従事者 42 名が、終末期がん患

者の在宅療養において必要とされる連携体制

について語っていた。42 名の職種は、医師 16

名(38.1％)、看護師 11名(26.2％)、その他 15

名(35.7％)であった(表 5)。 

対象者の現在の職種での平均経験年数±SD

は、17.4±SD8.1年であった。 

 

表 5．対象者の職種(n=42) 
職種   ｎ(％) 

看護師 11(26.2) 

医師(治療医) 9(21.4) 

医師(緩和ケア医) 7(16.7) 

社会福祉士 5(11.9) 

理学療法士 3(7.1) 



薬剤師 3(7.1) 

歯科医師 2(4.8) 

言語聴覚士 1(2.4) 

作業療法士 1(2.4) 

        

 

2．終末期がん患者の在宅療養において必要と

される地域との連携体制 

 

終末期がん患者の在宅療養において必要と

されるがん診療病院と地域の医療・介護施設と

の連携体制については、25のサブカテゴリ、4

のカテゴリに集約された(表 6)。 

がん診療病院の医療従事者が捉える終末期

がん患者の在宅療養において必要とされる地

域の医療・介護施設との連携体制では、治療時

から終末期を見据えて患者・家族の希望を捉え、

患者・家族の希望や背景に応じた療養場所や支

援の調整を行う【ACPの早期の実施による療養

場所の決定と調整】が必要とされていた。 

 

表 6．終末期がん患者の在宅療養において必要

とされるがん診療病院と地域の医療・介護施設

との連携体制 
【ACPの早期の実施による療養場所の決定と調整】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

患者家族の希望を支えるための早期からの ACPの実

施 

患者の希望に応じた療養場所の調整 

家族の介護力に合わせた支援の調整 

【治療時からの地域との医療連携】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

早期からのがん診療病院と地域の医療・介護施設と

の連携体制の構築 

患者・家族の希望を支える医療と介護の連携 

患者・家族の希望を支える地域との医療連携 

主治医と在宅医の役割分担 

在宅医を中心とした地域の医療・介護施設との連携 

地域における医療・介護施設の役割の明確化 

施設の役割機能を活かした連携体制の構築 

施設間連携の中心的役割を担う職種の明確化 

情報連携の中心的役割を担う人材の確保 

【患者の状況に応じてタイムリーに情報共有できる連携

体制】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

タイムリーな情報共有を可能にする連携方法の確

立 

がん診療病院と地域の情報共有システムの構築 

早期からの診療情報の共有 

患者の希望を実現するための情報共有 

患者の身体機能に応じた医療の提供 

緩和ケアにいつでもアクセスできる連携体制の構

築 

緊急時の対応に関する連携体制の構築 

【生活に医療を組み入れた在宅で完結できる看取りに向

けた支援】 

サ
ブ
カ
テ
ゴ
リ 

治療ができなくなった患者・家族へのフォローアッ

プ 

患者・家族への看取りを見据えた情報提供 

生活に医療を組み入れた在宅で完結できる看取り

の体制 

終末期ケアを提供する人材の充実 

在宅看取りの担当医の明確化 

終末期に活用できる施設の充足 

 

さらに、患者の在宅療養を充実させるための

【治療時からの地域との医療連携】を基盤にし

た連携体制の構築が必要とされていた。このよ

うな連携体制を構築するためには、患者の在宅

療養における医療・介護施設の機能や医療・介

護従事者の担う役割を明確にすることが望ま

れ、各施設やそれぞれの職種がもつ役割機能を

活かした支援により患者・家族の希望を支える

ための連携体制が必要とされていた。望ましい

連携を行うためには、がん診療病院と地域の情

報共有システムの構築や患者の希望を実現す

るために、治療状況や身体機能などの【患者の

状況に応じてタイムリーに情報共有できる連

携体制】が必要とされていた。また、終末期へ

移行していく中で、【生活に医療を組み入れた

在宅で完結できる看取りに向けた支援】が重要

視され、終末期ケアを充実させるための連携体

制が必要とされていた。 

 

研究課題④「地域の医療・介護従事者によるが

ん治療中からの緩和ケアのための医療連携」 

 

1.対象者の概要 

対象者 88 名のうち、地域の医療・介護従事

者によるがん治療中からの緩和ケアのための

がん診療連携について語っていた者は 41 名で

あった。対象者 41 名の職種は、医師 16 名

（39.0％）、看護師 7名（17.1％）、薬剤師 5

名（12.2％）、歯科医師 4 名（9.8％）、理学

療法士 3名（7.3％）、社会福祉士 2名（4.9％）、

保健師 2名（4.9％）、その他 2名（4.9％）で

あった。 

所属施設は、拠点病院が 14 名（34.1％）、

一般病院、クリニック、薬局、歯科医院といっ

た医療機関や訪問診療クリニックや訪問看護

ステーション、介護施設、市役所といった地域

医療機関・施設が 27名（65.9％）であった。 



2.地域の医療・介護従事者によるがん治療中か

らの緩和ケアのための医療連携 

 

地域の医療・介護従事者によるがん治療中か

らの緩和ケアのための医療連携について、21

サブカテゴリ、7カテゴリに集約された。がん

治療中のがん診療連携は、拠点病院は【拠点病

院との連携によるがん医療と緩和ケアの統合】

を基盤としていた。その基盤を支えるために、

地域医療機関の医療・介護従事者は【拠点病院

と地域医療機関のがん診療の役割分担】と【身

体変化しやすいがん患者へのタイムリーなが

ん診療のための体制構築】を必要としていた。

さらに、拠点病院と地域医療機関のいずれの医

療・介護従事者も、患者支援のために、【がん

治療を支えるための拠点病院の医療従事者と

の診療情報の相互共有】をもとに、【がん主治

医と連携した副作用症状対応】と【拠点病院か

ら継続する終末期を見据えた意思決定支援】を

行うことを重要と捉えていた (表 7)。 

 

表 7．対象者の所属施設で分類した地域の医

療・介護従事者によるがん治療中からの緩和ケ

アのための医療連携 
対象者の
所属施設

カテゴリ サブカテゴリ

一般病院と拠点病院が連携して提供する高度がん医療
拠点病院から地域病院に繋いで継続したがん治療を提供するため
のシステム構築
がん治療中から緩和ケアを提供し地域医療機関に繋ぐ
包括的ケアに向けた拠点病院と地域医療機関の役割分担
がん治療中に地域医療機関の担う役割に関する拠点病院からの情
報提供
拠点病院への患者の集中を緩和するための地域病院でがん治療を
提供する体制
患者自身が自身の持つ医療機関に診療情報を提示する体制
地域医療機関が診療情報を得るための情報共有システムの構築
地域医療機関が患者の診療情報を必要時に得られる体制の構築
地域で治療後のフォローアップを行うためのがん主治医から地域
医療従事者への治療内容の情報提供
拠点病院の多職種が提供する包括的な診療情報
地域で患者の治療相談を行うためのがん主治医から地域医療従事
者への診療情報の提供
がん治療充実に向けた地域医療機関から拠点病院への患者情報の
提供
地域医療従事者による拠点病院医療者への主体的な情報収集
がん主治医と連携して地域医療従事者が主体となって行う副作用
症状対応
拠点病院の医療従事者と地域医療従事者が協働して行う支持療法
地域医療従事者ががん主治医への副作用対応に関するフィード
バック
かかりつけ医が副作用症状対応を行うための診療範囲に関するが
ん主治医との事前相談
がん治療医から地域の医療従事者への副作用症状対応に関する知
識の提供
拠点病院からの患者が終末期を見据えたことで揺れ動く思いの情
報提供
地域医療機関で継続して行う終末期を見据えた意思決定支援

地域医療機
関・施設

拠点病院も
しくは地域
医療機関・

施設

拠点病院

身体変化しやすいが
ん患者へのタイム
リーながん診療のた

がん主治医と連携し
た副作用症状対応

拠点病院から継続す
る終末期を見据えた
意思決定支援

拠点病院との連携に
よるがん医療と緩和
ケアの統合

拠点病院と地域医療
機関のがん診療の役
割分担

がん治療を支えるた
めの拠点病院の医療
従事者との診療情報
の相互共有

 
 

研究課題⑤：「地域包括ケアシステムにおける

がん治療期の患者の療養生活を支えるための

望ましい連携」 

 

1. 対象者の概要 

対象者 88名のうち、38名の医療および介護

従事者が、がん治療期の患者の療養生活を支え

るための望ましい連携について語っていた。 

38 名の職種は、看護師 14 名 (36.8％)、医師

10名(6.3％)、保健師 4名(10.5％)、社会福祉

士 3 名(7.9％)、介護支援専門員 3 名 (7.9％)

などであった。現在の職種の平均経験年数±SD

は 18.3±SD9.3年であった。所属施設は、医療

機関(がん診療連携拠点病院、一般病院、クリ

ニック、薬局)が 24名(63.1%)、行政機関(地域

包括支援センター、市役所)が 8名(21.1%)、在

宅医療施設(訪問看護ステーション、訪問診療

所、居宅介護支援事務所、介護施設)6 名

(15.8%)であった。 

2. がん治療期の患者の療養生活を支えるため

の望ましい連携 

 

分析の結果、53 のコード、16 のサブカテゴ

リ、5のカテゴリ【治療中の患者により良いケ

アを提供するためのがん診療連携拠点病院と

地域の医療機関の連携】、【終末期ケアへのス

ムーズな移行のためのがん診療連携拠点病院

と地域の医療機関の連携】、【治療継続を支え

るための地域の医療従事者による心身の細や

かなケア】、【患者・家族の療養生活を支える

ための社会資源の充足】、【誰もが等しく支援

を受けられる新たな資源の構築】に集約された

(表 8７) 。 

 

表 8. がん治療期の患者の療養生活を支えるた

めの望ましい連携 
カテゴリ サブカテゴリ 

治療中の患者に

より良いケアを

提供するための

がん診療連携拠

点病院と地域の

医療機関の連携 

治療はがん診療連携拠点病院で行い、治療に

伴なう体調変化は地域の医療機関で対応する

連携 

治療中の不安に対するがん診療連携拠点病院

と地域の医療機関での連携 

安全に治療を実施するためのがん診療連携拠

点病院と地域医療施設従事者間の情報共有 

患者の状態に合わせてタイムリーに必要な療

養支援を行うための情報共有とシステム構築 

患者が最適な治療を受けられるためのがん診

療連携拠点病院と地域の医療・介護従事者と

の顔の見える関係性の構築 

終末期ケアへの

スムーズな移行

のためのがん診

治療終了後～地域での終末期ケアへのスムー

ズな移行のための治療中からの地域医療従事

者の関わり 



療連携拠点病院

と地域の医療機

関の連携 

在宅看取りを実現するためのがん治療中から

のがん診療連携拠点病院と在宅医療機関の連

携 

治療継続を支え

るための地域の

医療従事者によ

る心身の細やか

なケア 

治療開始前からの不安に対する地域の医療従

事者によるサポート 

ADLを維持して治療継続ができるための地域

でのリハビリテーション 

患者・家族の療養

生活を支えるた

めの社会資源の

充足 

病院外のがん相談支援センターの設置 

治療に伴う苦痛を相談できる場所の設置や電

話サービス 

医療従事者やボランティアよる外来通院の付

き添いや院内移動の付き添い 

がんサバイバー同士がつながり支え合う機会

の提供 

誰もが等しく支

援を受けられる

新たな資源の 

構築 

終末期ケアへの迅速な移行のための介護保険

適応外の患者への公的支援以外の支援の充実 

介護保険適応外の患者が治療中の体調変化に

対して必要な医療や支援を受けられる体制の

構築 
家族の負担を軽減させるためのデイサービス

などの提供 

 

 

 

Ｄ．考察 

 以下に研究課題ごとの考察を記述する。 

 

１．研究課題①：「地域における看取りの体制

構築に向けた望ましいがん診療連携」の考察 

 

地域で生活する終末期がん患者を支援する

ための望ましい連携には、地域包括ケアシステ

ムに終末期ケアや看取りのケアを統合する際

のシステム構築づくりに関わる連携と、終末期

ケアを充実させるための地域の医療介護職者

の連携の二側面が明らかとなった。 

 

１）地域包括ケアシステムに終末期ケア・看取

りケアを組み入れたシステムづくりに関わる

連携 

抗がん治療が終了した患者は、治療終了後の

フォローアップを受ける病院や施設に加え、療

養場所などの変更も余儀なくされる場合も少

なくない。そのため、がん患者の経過に応じて、

施設や医療介護従事者の担う役割もスムーズ

な引き継ぎができるよう、施設や職種の役割機

能を明確にする必要があることが示された。 

また、対象者からは、がん診療連携の舵取り

を行う施設や医療者を明確にすることの必要

性が示されていた。特に、地域包括ケアにおい

て終末期ケアや看取りケアを実践するために

は、がん治療を担ってきた主治医と在宅医の役

割分担、地域の担当医や在宅医を中心に据えた

連携が重視されていると考えられた。 

加えて、上記の過程においては、早期からタ

イムリーな情報連携を行い、患者の治療中から

看取りまでの長期的な経過を継続的に支える

体制を整備する必要があることが示唆された。 

 

2）終末期ケアを充実させるための地域の医療

介護職者の連携 

対象者は、患者家族の希望を叶えるための職

種間連携が必要であると捉えていた。地域包括

ケアの枠組みを用いた患者家族の希望をつな

ぐ連携によって、早期からの ACP、療養場所の

調整を行い、患者が最期まで望む場所で過ごせ

る環境を整える必要性が示唆された。 

また、緩和ケアへのアクセスや緊急時の対応

を考慮に入れた施設間連携を行う必要性が示

唆された。これは、終末期ケアにおいて特徴的

な連携の視点であった。終末期がん患者の身体

機能の変化や、看取りに備えた施設間連携を行

うことが重要である。さらに、対象者は、終末

期がん患者が地域での生活を送るうえで、生活

のなかに医療を組み込むことを重要視してい

た。そのため、介護と医療が専門性を活かした

連携を行い、日々の生活に終末期ケアや看取り

ケアを統合していくことが必要であると考え

られた。 

 

2．研究課題②「がん患者を支援する医療・介

護従事者が捉える望ましいがん患者の終末期

移行支援」の考察 

 

がん患者の終末期移行が円滑に進むための

支援は、がん患者の終末期移行への心の準備の

ために医療・介護従事者との関係性構築を行い、

その上で対話を重ねる支援のあり方であった。

そして、それを支える地域づくりと医療・介護

従事者間の連携が重要であることが明らかと

なった。早期から行うがん患者との関係性構築

において、終末期移行期の患者の揺れる思いを

支えるために、早期から患者家族と関係性を構

築しておくことの重要性が示唆された。 

さらに、患者家族の揺れ動く思いや本音を捉

え、多施設・多職種間の情報共有により、患者

の主体となる医療機関が移り変わっても継続

した心理的フォローを行うことができると考



えられた。加えて、地域に戻る患者を支える基

盤づくりのために、拠点病院と地域の医療・介

護従事者の早期から連携体制の構築の重要性

が示唆された。 

 

3．研究課題③「がん診療病院の医療従事者が

捉える終末期がん患者の在宅療養において必

要とされる連携体制」の考察 

 

がん診療病院の医療従事者が捉える終末期

がん患者の在宅療養において必要とされる地

域の医療・介護施設との連携体制は、患者が治

療期から終末期へと移行していく過程で、患

者・家族に関わる比重ががん診療病院から地域

の医療・介護施設へと変化する流れの中での、

終末期ケアの準備、地域の医療・介護施設との

関係性構築、役割の受け渡しにおける連携が必

要とされると考えられた。 

具体的には、がん診療病院は、早期からの

ACP支援を行い、治療時から地域との医療連携

を軸にした連携体制づくりをするために地域

の医療・介護従事者へアプローチし、在宅療養

における終末期ケアを充実させるための準備

や関係性構築を行っていく必要がある。その上

で、患者の希望や身体状況に基づいた支援を行

うためには、がん診療病院と地域の医療・介護

施設の間でタイムリーな情報共有を行うこと

が不可欠であり、情報共有体制の構築が必要で

あると考えられた。また、患者が終末期へ移行

していく中で、がん診療病院から地域の医療・

介護施設へ役割の受け渡しを行い、地域の医

療・介護従事者が患者・家族に主に関わり、患

者の生活を重視した終末期ケアを行っていく

ことが望まれる。その一方で、患者が在宅療養

へ移行後も、がん診療病院が地域医療の後方支

援を行ない、生活に医療を組み入れた在宅で完

結できる看取りに向けた支援における連携体

制が必要であると考えられた。 

 

4．研究課題④「地域の医療・介護従事者に

よるがん治療中からの緩和ケアのための医療

連携」の考察地域の医療・介護従事者によるが

ん治療中からの緩和ケアのための医療連携と

は、がん治療と緩和ケアの統合を基盤とした拠

点病院と地域医療機関との連携であった。その

ためには、拠点病院と地域医療機関の医療・介

護従事者は、相互にがん患者の診療情報の共有

を行うことが重要と捉えていた。その上で、地

域医療機関の医療・介護従事者は、がん治療中

は身体状況が変化しやすいことによるタイム

リーに対応するための体制構築と、地域医療機

関ががん診療において担う役割が不明確なこ

とによる事前の役割分担が必要と捉えていた。

これらの医療連携の推進に向けた示唆として、

3点が必要であると考えられた。 

まず、診療情報共有における情報内容の充実

と連携強化の必要性である。拠点病院から行っ

ているがん治療や経過に加え、患者の治療への

揺れる思いに関する情報や、副作用症状の観察

点に関する情報提供を行うとともに、地域の医

療・介護従事者の気づきや対応を迅速にがん主

治医に繋げる体制整備と情報共有システムの

構築の必要性が示された。 

次に、地域医療機関がタイムリーに情報を得

るための体制の必要性である。拠点病院から地

域医療機関へのタイムリーな診療情報の提供

の重要性が示された。 

最後に、地域の医療従事者による緩和ケア充

実のための拠点病院と地域医療機関の役割分

担が重要となるということである。拠点病院か

ら地域医療機関に対して、地域の医療従事者が

担うがん治療や緩和ケアにおける役割につい

ての情報提供を行うことによって、それぞれの

役割を明確にする必要性が示唆された。 

 

5．研究課題⑤「地域包括ケアシステムにおけ

るがん治療期の患者の療養生活を支えるため

の望ましい連携」の考察 

 

がん治療期の患者の療養生活を支えるため

の望ましい連携を行うために必要な内容は、1.

患者の身体的および心理的苦痛に対するケア、 

2.患者が最期まで地域で過ごすことを実現す

るための連携、3.患者と家族のサポートするた

めのリソースの提供であった (図 1)。

 
図 1 がん治療期の患者の療養生活を支えるための望ましい連携 
 

これらの連携を推進するために、①がん診療



連携拠点病院は、がん治療中の患者ケアの充実

や終末期ケアへのスムーズな移行を可能にす

るために地域の医療機関と連携する必要性、②

がん診療連携拠点病院および地域の医療機関

は、地域の医療施設でがん治療中の患者に身体

的および心理的ケアを行うために連携する必

要性があると考えた。さらに、それらの連携を

実現するためには、政府や民間企業が、公的、

非公的に関わらず、患者が利用しやすいリソー

スの体制構築が必要であることが明らかとな

った。 

 

 

Ｅ．結論 

 研究課題①から⑤により、以下の結論が得ら

れた。 

 

１．がん診療病院の医療従事者が捉える終末期

がん患者の在宅療養において必要とされる連

携体制では、早期に ACPを実施し、治療時から

の地域との医療連携を軸にした連携体制づく

りや患者の状況に応じた支援を行うための情

報共有や在宅で完結できる看取りに向けた医

療と介護の支援体制を構築するための連携体

制が必要となることが示唆された。 

 

2．がん患者の終末期移行が円滑に進むために、

終末期移行を見据えて早期から地域の基盤づ

くりを行うとともに、患者家族との関係性を構

築することが重要であった。終末期移行期は、

患者家族の揺れ動く思いや本音を捉え、多施

設・多職種間で共有することで、継続した支援

を提供することの必要性が示唆された。 

 

3．がん診療病院の医療従事者が捉える終末期

がん患者の在宅療養において必要とされる連

携体制では、早期に ACPを実施し、治療時から

の地域との医療連携を軸にした連携体制づく

りや患者の状況に応じた支援を行うための情

報共有や在宅で完結できる看取りに向けた医

療と介護の支援体制を構築するための連携体

制が必要となることが示唆された。 

 

4．がん治療期の患者の療養生活を支えるため

に、がん診療連携拠点病院は、地域の医療機関

と連携をとる必要があると考えていた。特に、

地域の医療機関による細やかな心身のケアが

必要であると考えていた。しかし、現在は治療

中の患者への細やかなケアや身体状態に合わ

せたタイムリーなケアが行えていないことが

課題であり、これらを支えるための地域の医療

機関等、行政・民間企業等の協働による新たな

支援を望んでいることが明らかとなった。 

 

5．地域の医療・介護従事者によるがん治療中

からの緩和ケアのために、拠点病院と地域医療

機関が連携してがん治療中からがん治療と緩

和ケアを統合し提供することが重要であった。

そのためには、拠点病院と地域施設間でのタイ

ムリーな情報共有を行うための連携体制の構

築を行うとともに、がん診療における地域医療

従事者の役割を明確にすることの重要性が示

唆された。 
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